
今月のテーマ 　固定資産税・都市計画税を考える

固定資産税・都市計画税（以下、「固都税額」という。）は毎年

５、６月頃に「納税通知書」という形で不動産所有者のお手元

に届いていると思います。

先日、ある税務の機関紙において、「固定資産税が取られす

ぎている」との記事がでました。２０１４年に過徴収によって、

自宅が差し押さえられたケースが判明したことから問題となり、

総務省が全国の自治体に実態を確認するよう異例の通知を

出すに至りましたが、それから約１０年経った今でも過徴収が

発覚しているようであります。

一例として、固定資産税が２０年間も過大に徴収されたとして、

土地オーナーらが納め過ぎた税金約１億円の全額返金を大

阪市に求めた裁判で、大阪地裁は原告らの訴えを退ける判決

を下した。「明確な注意義務違反はなかった」として、時効５年

分のみの返還を命じるにとどまったのです。この判例からの教

訓として、国が責任を認めて、間違えて徴収した税額を全額返

還しないことが明るみにでたことから、固都税額が本当に正し

いのか、自己責任で確認する必要があると感じております。本

来であれば、国が間違えた税額を算出すること自体問題はあ

り、あってはならないことと思いますが、自己防衛として、固定

資産税等の算出方法を勉強しておくことが重要だと思います。

そこで、今回は固都税額の算出方法について、概略を説明し

ていきたいと思います。

（１）固都税額算出の基準となる価格

・・・納税通知書の「価格」に該当する部分

固都税額を算出するための土地の評価額は、「公示地価の７

割」に設定されています。この土地の評価額は、３年毎に見直

され、来年度の令和６年度（２０２４年）は評価替えの年になっ

ています。

（２）課税標準額とは？

固都税額を算出するための基準となる価格のことです。

200㎡以下の住宅用地（自宅等）の場合を前提にお話しすると、

上記「土地の評価額」が「１／６」に下げられる特例があります。

よって、課税標準額は「土地評価額×１／６」により算出され

ます。

（３）固都税額の算出

固都税額は、「課税標準額×税率」により求められます。つま

り、固定資産税は「課税標準額×１．４％」、都市計画税は「課

税標準額×０．３％」で計算されて、固都税額が算出されてい

るのです（東京都区部）。

（４）その他

固定資産税については、「負担調整措置」も考慮されています。

負担調整措置とは、固定資産税評価額が急上昇した場合で

あっても、固定資産税の負担が急に増えないようにするため

の措置であり、課税標準額を徐々に増やす仕組みをいいます。

この負担調整措置は、わかりにくいので以下の例題でみてみ

ましょう。

【例題】

住宅用地で、令和２年度の課税標準額が1,000万

円、令和３年度の課税標準額が１,500万円になった

ケース（※最近ではありえないですが、バブル期に

はありました）。 本来であれば、課税標準額が1.5

倍になっているので、税額も1.5倍になるのが通常

ですよね。ただ、これだと納税者の負担が増すこと

から、「負担調整措置」の制度で、税額の上昇を抑

えることにしたのです。

例題をもとにすると、負担水準は「６７％（≒令和２

年1,000万円÷令和３年１,500万円）」になります。こ

の場合には、「令和２年度の課税標準額＋令和３

年度の課税標準額×５％」が課税標準額になると

決められており、この措置が「負担調整措置」にな

ります。つまり、例題の負担調整措置を使った課税

標準額は、1,075万円（1,000万円＋1,500万円×

５％）となりますので、課税標準額が1,500万円から

1,075万円に抑えられ、結果、固定資産税額が安く

なるという仕組みでした。

以上が、固都税額の算出方法でした。イメージがつ

きましたでしょうか。

固定資産税の納税通知書に以上の数値が記載さ

れておりますので、一度、ご自身でも計算されてみ

ることをお勧めいたします。また、計算過程で、不

明点があれば、固定資産税担当者へ、説明を求め

ていくことを重要かと思います。

●特に固都税額で注意した方がよい方

例えば、ご自宅等が「私道」を介して、接道されてい

る方は、注意が必要です。つまり、当該「私道」部分

が宅地部分の面積に組み込まれ、税額が算出され

ている可能性があるからです。当該私道部分を宅

地面積から除外するには、都税事務所へ「私道部

分の申請」が必要となります。

税務署が現地を確認し、私道部分があるから、私

道部分を宅地に組み込まないことを、勝手にやって

くれません。申請しないとダメなんです。気になる方

は、当協会までご相談ください。

（理事長 不動産鑑定士 手塚康弘）
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